
ICT分野の研究開発の
推進体制・支援制度



総務省における情報通信分野の研究開発制度

課題公募型
（競争的研究資金） 課題指定型

研究テーマも含めて公募
を行い、研究を委託

あらかじめ研究課題、
目標等を設定した上で、
研究を委託

企業・大学等

NICT自らによる
研究開発

運営費交付金
補助金等

委託研究競争的研究資金

独立行政法人

情報通信研究機構

総 務 省
Ministry of Internal Affairs
and Communications
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外部で実施することが
効率的・効果的な課題
について研究を委託

研究テーマも含めて公募
を行い、研究を委託

委託研究



平成16年4月１日

●役職員数：理事長１、理事３、監事２
常勤職員４２２名

●平成１５年度当初予算額：
一般会計：29,347百万円

●主な業務：
・情報通信分野の基礎的研究開発
・周波数標準値の設定、標準時の通報等
・電波の伝わり方の観測、予報等

など

●役職員数：理事長１、理事３、監事２
常勤職員５８名

●平成１５年度当初予算額：
一般会計：22,220百万円
産投会計（出資）：１０,５００百万円

●主な業務：
・情報通信分野の実用化に資する研究開発
・民間の情報通信分野の研究開発の支援
・助成金交付等による通信・放送事業の高度

化等の支援 など

独立行政法人通信総合研究所（CRL） 通信・放送機構（TAO）
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独立行政法人情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）の概要

独立行政法人情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）

●役職員数：理事長 宮原秀夫（前大阪大学総長）
理事５、監事２、常勤職員：４３０名
（Ｈ２１.１.１現在）

●平成２１年度当初予算：

一般会計：３４,９７３百万円
財政投融資特別会計（出資）：２,６0０百万円

●平成２１年度補正予算：
一般会計： ３８,８７６百万円

●主な業務：

※NICT： National Institute of Information 
and Communications Technology

・情報通信分野全般の研究開発

・情報通信技術の研究開発を行う者への競争的

研究資金提供等による支援

・情報通信サービスを行う者への助成金、財政

優遇措置等による支援

など



(独)情報通信研究機構 中期目標・中期計画について

機構が取り組む研究開発について、国の情報通信政策との密接な連携の下でその業務を遂行す
る必要があることから、ユビキタスネット社会に向けた情報通信技術の研究開発に係る政策の在り
方に関する情報通信審議会の答申「ユビキタスネット社会に向けた研究開発の在り方について」（平
成１７年７月２９日）を踏まえ、国際競争力の維持・強化、安心・安全な社会の確立及び知的活力の
創造という政策目的の達成に向け、平成２２年度までの第２期中期目標期間においては、次の３つ
の研究開発領域への重点化を図り、積極的に取り組む。

① 新世代ネットワーク技術に関する研究開発

② ユニバーサルコミュニケーション技術に関する研究開発

③ 安心・安全のための情報通信技術に関する研究開発

戦略的な研究開発(中期計画：平成１８～２２年度)

幅広い情報通信分野において戦略的かつ効果的な研究開発の実施を図るべく、国の情報通信政
策との密接な連携の下、情報通信審議会答申「ユビキタスネット社会に向けた研究開発の在り方に
ついて」（平成17 年7 月29 日）を踏まえ、新世代ネットワーク技術、ユニバーサルコミュニケーション
技術、安心・安全のための情報通信技術の３領域に重点化して研究開発を推進する。
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政府の策定する中期目標に従い、その実行計画である中期計画を定め、業務を実施する。

独立行政法人としてのNICT

研究開発の重点化(中期目標：平成１８～２２年度)



研究開発のフェーズ

事業化実用化・開発研究応用研究基礎研究

重
点
化
度
／
研
究
開
発
規
模

（
一
課
題
当
た
り
の
支
援
規
模
）

重
点
的
／
規
模
大

広
域
的
／
規
模
小

課題指定型委託研究

戦略的情報通信研究開発推進制度
（ＳＣＯＰＥ）

民間基盤技術研究促進制度

先進技術型研究開発助成金制度
（テレコム・インキュベーション）

現在の研究資金制度の性格

課題公募型委託研究
（競争的資金制度）
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ICT分野における競争的資金制度

配分
機関

制度名
支援（助成）

対象
実施する

研究開発課題
研究費の規模

（年間１課題あたり）
その他

本
省

戦略的情報通信研究開
発推進制度(SCOPE)

大学・民間企業・
公的研究機関

ICT分野全般（目的基礎・萌
芽的研究から開発研究まで）

1,000万円～5,000万円

地球温暖化対策ICTイノ
ベーション推進事業

大学・民間企業・
公的研究機関

CO2の大幅な排出削減を実
現するICT分野の技術開発

（主として応用研究から開発
研究まで）

5,000万円～1億円（予定） 21年度～25年
度

N
IC

T

民間基盤技術研究促進
制度

民間企業 民間企業において行われる
通信・放送基盤技術の研究
開発（応用研究から事業化に
向けた研究開発まで）

数千万円～数億円 事業化等による
収益（売上）の
一部をNICT（配
分機関）に納付

先進技術型研究開発助
成金制度
（テレコム・インキュベー
ション）

大学・民間企業 通信放送分野の新規事業の
創出につながる先進的な研
究開発

１／２助成、3000万円程度
上限

・ICT分野における研究開発課題を公募し、優れた提案を採択して研究を委託

・研究開発や実施機関の性格に応じて、制度毎に研究規模や期間等に特徴を持たせて実施

14



14

NICT 研究開発テストベッドネットワーク JGN2plus

《全国の各都道府県から使える》

アクセスポイントは、全国58箇所に設置

《高速・大容量》

100M～10Gbpsで接続（アクセスポイントによって異なる）

《サービスが選べる》

２地点間接続、多地点接続が可能。又、イーサネットレベル、ＩＰレベルでの接続が選択可能。

《最先端の環境》

IPv6、光テストベッド等、最新技術に対応

将来のネットワーク関連の技術開発やアプリケーション開発などに活用することを目的とした、オープ
ンな研究開発用ネットワーク。地方自治体、学校、民間企業等誰でも利用可能。

国際回線にも接続

シンガポール米国 タイ 中国 韓国
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本委員会の検討事項



1. ＩＣＴ研究開発の推進方策
•人財戦略
•国際連携方策
•成果展開方策
•テストベッド活用方策

2. 産学官の役割
•ＮＩＣＴの役割と研究開発のあり方
•産学に期待される研究資金配分のあり方
•産学官連携のあり方と推進方策

1. ＩＣＴに期待される役割
•(例)安心・安全の実現、健康長寿社会・豊かな国民生活の実現、低炭素社会の実
現への貢献 等

2. 重要研究開発課題の整理
•ニーズ（出口）側からの視点に基づく技術課題の整理
•研究開発の方向性、政府の取り組み方針の検討

（例）経済成長力・国際競争力の確保、科学技術発展等の重点化の視点

検討事項
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ＩＣＴ分野における重点研究開発課題の整理

研究開発の推進方策及び産学官連携のあり方



整理の進め方のイメージ

研究開発の重点課題の整理
・出口をイメージした柱立て
・ICTの貢献の可視化

研究開発加速化のための産学官連携強化方策

ICT分野の研究開発課題
・技術的シーズ

ICTにより解決・達成すべき
課題

・社会的ニーズ

研究開発の推進戦略
・推進方策
・産学官の役割分担

重点課題ＷＧ
推進戦略ＷＧ

研究開発推進における課題
・国際展開の促進
・プロジェクトマネージメントの強化

・成果展開の支援

答申
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重点研究開発課題の整理①

（イメージ） UNS-IIの課題を例示的に分類

○技術的シーズ、社会的ニーズに基づき、ICT分野の研究開発課題を抽出

○出口（解決すべき社会問題や達成すべき政策課題）を意識して技術課題を整理し、開発成果がどのよ
うに貢献するかを可能な限り可視化

○必ずしも現時点で出口が明確でない先端的な技術も考慮

防災

農業

介護

観光・広告

エンター
テイメント

環境

ネットワークインフラ

先端的技術

次世代ワイヤレス

オール光通信 ｾｷｭｱｸﾗｳﾄﾞﾈｯﾄﾜｰｷﾝｸﾞ

次世代移動通信
（IMT-Advanced）

脳情報インターフェース

テラヘルツ

ナノ・バイオＩＣＴネットワーク

量子情報通信

行政サービス

教育

医療

健康
健康増進、高齢者支援安心・安全なサービス

省エネ化、環境悪化対策 新しいコミュニケーション

ユビキタスプラットフォーム

ユビキタスプラットフォーム

ネットワークロボット

ネットワークロボット

情報セキュリティ

音声翻訳

超高精細映像

３次元映像

省電力ネットワーキング

オール光通信

ホームネットワーク

環境センシング

ホームネットワーク
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重点研究開発課題の整理②

ICT分野の研究開発課題
・基礎的な技術から、出口を意識したものまで

重点研究開発課題の整理の観点
・国際競争力の強化（市場性、我が国の強み）
・将来の競争力の強化（技術ポテンシャルの底上げ）

・・・

（イメージ）

○我が国が取り組むべき技術課題について、観点を明確にした上で、研究開発の方向性を整理
○特に国、独法が重点的に取り組むべき課題を整理し、ロードマップを作成

重点研究開発課題
・国による支援を強化すべき課題、独法が重点的に取り組むべき課題等の整理
・取り組みのタイムスケールの整理
・ロードマップの策定
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国際的な要求水準を
開発段階から取り入
れて、製品の競争力
を向上。

我が国における技術
開発への外国企業の
参画を促すような環
境作りが必要。

日本企業は、国内市場で先行し、
成功事例を海外展開しようとする
傾向があるが、海外企業は当初か
らグローバル市場を念頭に置いて
いる。

欧米では、技術開発の初期段階か
ら企業/研究者レベルでグローバル
な開発環境作りを目指している。

研究開発の推進方策①

○研究開発及び成果展開を推進するための方策・産官学の役割を整理

【イメージ】ＩＣＴビジョン懇談会『2015年に向けた技術戦略』において取り上げられた課題・方策を試行的に具体化

国際展開の促進

背景・問題意識 取るべき方向性

○早期の国際連携が技術開発及び成果
展開に重要・有効と考えられるテー
マを中心に、外国との共同研究体制
をとる研究開発を推進・支援。

○海外研究者の招聘を支援。

○世界の研究者やユーザーを巻き込ん
だ実証実験を継続的に推進。
・新技術の展開普及を狙ったテスト
ベッドの活用

・自治体・ユーザーが参加するリビ
ングラボの推進

○独法の海外拠点を活用して、情報収
集機能や外国との研究の橋渡し機能
を強化。

具体的方策（例）
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研究開発の推進方策②

我が国の研究開発プロジェ
クトは、誰がどのような成
果を出しているかがわかり
にくいとの指摘がある。

研究マネージメントを担う
人材を充実させていくこと
が必要。実用化まで視野に
入れた研究開発を行う際、
個々の技術・プロジェクト
のみならず、より広い視点
を持って全体を俯瞰する人
材の確保が必要。

米国等では、研究開発をサ
ポートするエンジニア、広
報・マネージメントスタッ
フ等の人的・金銭的支援が
充実しているが、我が国で
は研究者がこれに片手間に
対応しているのが現状。

プロジェクトの「顔」や
「位置付け」を明確にし、
世界に情報発信していくこ
とが必要。

各機関・企業が研究マネー
ジメントを行う人材の重要
性を認識し、人材の確保・
充実に努めることが必要。

産学官連携の中で人材がう
まく行き来できるような仕
組みを作り、コミュニティ
形成を図ることが必要。

国内人材のみならず、海外
の優秀な人材が我が国に定
着するような仕組みが必要。

研究開発委託費の間接経費
の引上げ等、研究開発資金
の運用改善に努めることが
必要。

背景・問題意識

○研究開発課題に関するロードマップ、ビ
ジョン、参画する研究機関・企業等の役
割分担等を共有

○新世代ネットワーク等産学官連携で取り
組んでいるものについて、ナショナルプ
ロジェクトとしての位置付けを明確にす
るとともに、専任のプロジェクトマネー
ジャーを任命し、海外に対する情報発信
を強化。

○研究マネージメントを担う人材を、研究
者のキャリアパスの１つとして位置付け、
教育・育成を強化。

○新世代ネットワーク研究開発戦略本部の
ように、研究開発プロジェクトを通じた
人材育成や産学官の人材面での連携を強
化する取組みを拡充・強化し、人材の流
動性を高める。

○研究成果の展開に向けて研究初期段階か
ら外部コンサルタント活用等を資金的に
支援。

取るべき方向性 具体的方策（例）

【イメージ】ＩＣＴビジョン懇談会『2015年に向けた技術戦略』において取り上げられた課題・方策を試行的に具体化

プロジェクトマネージメントの強化
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研究開発の推進方策③

世界をリードするような研究
要素を取りこぼすことのない
よう、基礎的・学際的な領域
への支援も必要。

（特に新しい価値創造を期待す
る研究開発に対しては、失敗
も許容するといったリスク許
容型のマインドで取り組むこ
とが必要。）

米国では、技術の成果展開を
支えるために、インキュベー
ションを行っている大学の研
究者をエンジニアが支援し、
実用化に際し、コンサルタン
トを利用することも多い。

リスクの高い研究開発や基礎的
研究に対しては、広く機会を与
えて技術の見極めを図るべき。

研究開発の初期段階から利用者
視点に立ち、製品・サービスを
明確にイメージして、将来の国
内外への展開の道筋をつけるこ
とが必要。

諸外国の技術開発動向を定常的
に調査・共有することも有効。

過去の研究開発プロジェクトの
成果を実用化につなげていく取
組を支援するべき。

○基礎フェーズでは競争的資金など
により広く機会を与え、優れた研
究開発成果が得られた研究に対し
て、重点的に投資を行うような仕
組みを構築。
・研究評価の実施時期や評価項目
を見直し

・競争的研究資金制度の実施主体
の移管

・複数ある資金制度の整理

○研究独法において、情報収集機能
を強化

○研究開発の成果展開事業への支援
やＴＬＯを活用した成果展開力の
強化。

背景・問題意識

成果展開の支援

取るべき方向性 具体的方策（例）

【イメージ】ＩＣＴビジョン懇談会『2015年に向けた技術戦略』において取り上げられた課題・方策を試行的に具体化
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当面の検討スケジュール（案）

重点課題 推進方策

９
月

下
旬

委員会① ・検討事項及びアウトプットイメージ
・フリーディスカッション
・アンケートの実施（ＩＣＴへの社会的要請及び技術課題について、研究開発の課題及び解決方策について）

10
月

上
旬

WG① ・検討事項、アウトプットイメージ、進め方の確認
・ICTに求められる役割、技術課題、研究開発の方向
性についてのプレゼン、ディスカッション

・検討事項、アウトプットイメージ、進め方の確認
・産学官における研究開発の現状・課題等について、プレ
ゼン、ディスカッション

下
旬

WG② ・委員会、WGでのプレゼン、議論及びアンケートをも
とに技術課題の整理及び研究開発の方向性の素案
を作成

・研究開発の推進にあたっての課題の整理
・課題の解決方策についてディスカッション

11
月

中
旬

委員会② ・ＷＧでの検討状況を中間報告
・フリーディスカッション

下
旬

WG③ ・技術課題の整理及び研究開発の方向性の案につい
て議論、ブラッシュアップ

・研究開発の推進方策及び産学官連携のあり方の論点整
理
・ディスカッションによる論点の深掘り

12
月

上
旬

WG④ ・取りまとめ（案）の作成 ・取りまとめ（案）の作成

中
旬

委員会③ ・報告書骨子（案）の提示
・フリーディスカッション
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